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序     文 
 

フィリピン共和国「フィリピン海上保安教育・人材育成管理システム開発プロジェクト」は、

2007 年 11 月 9 日に署名・交換された討議議事録（R/D）に基づいて、2008 年 1 月から 5 年間の

計画で実施してきました。 

この度、プロジェクト協力期間の終了を 2013 年 1 月に控え、独立行政法人国際協力機構は 2012

年 7 月 15 日から 28 日までの間、経済基盤開発部の村瀬達哉を団長とする終了時評価調査団を現

地に派遣し、これまでの活動実績等について総合的評価を行いました。これらの評価結果は、日

本・フィリピン間の討議を経て合同評価報告書として取りまとめられ、署名・交換されました。 

本報告書は、今回の調査結果を取りまとめたものであり、今後の類似プロジェクトの実施にあ

たって広く活用されることを願うものです。 

最後に、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心からの感謝の意を表

します。 

 

平成 24 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：フィリピン共和国 案件名：フィリピン海上保安教育・人材育成管理シ

ステム開発プロジェクト

分野：運輸交通 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：経済基盤開発部運輸交通・情

報通信第一課 

協力金額（評価時点）：2 億 8,000 万円 

協力期間 （R/D）: 2007 年 11 月 9 日

2008 年 1 月 7 日～2013 年 1

月 6 日（5 年間） 

先方関係機関：フィリピン沿岸警備隊（Philippines 

Coast Guard：PCG）

日本側協力機関：海上保安庁（JCG） 

他の関連協力：JICA 個別長期専門家（海上保安行政）

１－１ 協力の背景と概要 

フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）において、海上輸送は主要な交通手段であ

るが、天災・人為的災害、密輸その他の不法行為、テロ・海賊行為、及び油流出事故等の問題

を抱えている。このような海上保安上の課題に対処するため、1974 年、海軍にフィリピン沿岸

警備隊（PCG）が設置され、1998 年に運輸通信省（DOTC）に移管された。この移管により、

海軍が実施していた教育・訓練業務が PCG 自身の業務となり、PCG は、研修施設、機材、カ

リキュラム、指導員等の不備・不足という課題に直面した。 

このような背景の下、フィリピン政府の要請に基づき、2002 年 7 月から 5 年間を協力期間と

して「海上保安人材育成プロジェクト」（以下、「前プロジェクト」）が実施された。前プロジェ

クトでは海難救助、海洋環境保全・油防除、航行安全、海上法令執行の 4 分野で教育訓練やセ

ミナーを実施し、それらを既存のシラバス、カリキュラムに組み込んでいくとともに、基礎教

育の拡充等を行ってきた。しかしながら、PCG 職員の職務遂行能力水準を更に向上させるには

多くの課題が残されており、前プロジェクトの終了時評価（2006 年 10 月）において、専任教

官制度の創設に加え、中・長期的な課題として法令執行及び基礎教育の分野における継続的な

教育訓練内容の拡充が指摘された。また、専任教官制度に関しては、包括的・継続的教育・訓

練戦略の開発が必要とされている。 

この要請に基づき、JICA は、2008 年 1 月から 5 年間を協力期間とし、「PCG の法令執行機関

としての能力向上」を目的とした技術協力プロジェクト「フィリピン海上保安教育・人材育成

管理システム開発プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を開始した。2011 年 2 月に中間

レビューが実施され、今般、協力開始から 5 年目を迎え、これまでの活動実績を評価するとと

もに、残存期間に向けての提言を抽出することを目的に終了時調査団を派遣した。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトでは、フィリピンの PCG の組織強化及び職員の能力強化を図り、それを基盤

として法令執行機関としての PCG の能力の向上をめざすものである。 
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【上位目標】 

法令執行機関としての PCG の能力が向上する。 

【プロジェクト目標】 

PCG の教育及び人材開発管理システムが開発される。 

【アウトプット】 

１：併任教官システムが構築される。 

２：法令執行分野に関する研修プログラムが開発される。 

３：船艇運行研修計画が開発及び強化される。 

【投入（評価時点）】 

 日本側投入：総投入額 2 億 8,000 万円 

  長期専門家延べ派遣人数：6 名 

  短期専門家延べ派遣人数：9 名 

  研修員受入：45 名 

  機材供与：400 万 4,875 円 

 フィリピン側投入 

  カウンターパート（C/P）延べ配置人数：14 名 

  土地・施設提供：執務室 

 ※外貨レート換算（OANDA http://www.oanda.com/. 2012 年 8 月 10 日のレートを使用） 

 

２．評価調査団の概要 

調査団 日本側 

総  括 村瀬 達哉 JICA 経済基盤開発部 審議役 

技術参与 久木 正則 JCG 総務部 国際・危機管理官付 専門官 

計画調整 河野 真典 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第 1 課 副

調査役 

評価分析 山田 千晶 ペガサスエンジニアリング株式会社 技師 

  

調査期間 2012 年 7 月 15〜28 日 評価種類 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成度：おおむね達成されている。 

当初のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）においてアウトプットとして挙

げられていた「専任教官システムの構築」が中間レビュー時に「併任教官システムの構築」

に修正された。その後、併任教官システムの実施通達が起案され、最終的に PCG 長官に承

認された。また、併任教官システムに適した人材を選出するための職員データベースが確

立した。さらには、併任教官システムの機能を充実させるため、キャリア管理計画の策定、

昇進システム及び講師選定システム構築のための活動が実施されており、終了時までには

併任教官システムが機能する見込みは高い。併任教官システムを促進するための海上法令

執行や船艇運航に関する研修プログラムが開発及び強化され、PCG 組織全体の能力向上の

ために士官及び下士官のための資格認定制度も構築された。その一方で、プロジェクト目
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標達成のために解決すべき課題がいくつか残っている。しかし、これらの課題は明確であ

り、プロジェクト終了時までに課題を解決できると予測される。したがって、プロジェク

ト目標の達成見込みは高いといえる。 

 

（２）アウトプットの達成度 

１）アウトプット１：部分的に達成されている。 

中間レビューにおいて「専任教官システムの構築」は「併任教官システムの構築」に

変更された。これまでに職員データベースの確立は達成済み、教官システムマスタープ

ランの作成はおおむね達成済みであり、キャリア管理計画もキャリア管理計画検討委員

会内で同計画が検討されている。また、教官の選定システムは構築済みであり、今後の

モニタリング／フィードバック強化に向けた改善事項についても整理がなされている。

よって、終了時評価時点でアウトプット１は部分的に達成されているといえる。プロジ

ェクト終了時までに成すべき課題は明確になっており、それゆえに、プロジェクト終了

時までにアウトプット１が達成される見込みは高い。なお、併任教官システムの通達案

が 2012 年 5 月 28 日に PCG 長官により承認されているため、PCG においては併任教官

システムの体制は確立されている。 

２）アウトプット２：達成されている。 

これまでに新任士官コース（CGOC）及び新任下士官コース（CGMC）のカリキュラ

ムが改正され、同時に各コースにおける強化対象科目が決定し、各科目の単位必要時間

数の増加も行われた。また、士官及び下士官は研修を通し、法令執行について理論的及

び実践的に学ぶことによりおのおのの知識や技能を向上させている。さらには、部署長

コース（CGSCC）及び中堅下士官海上法令執行コース（MARSEC）に関するシラバスや

教材の改定を行うとともに、コースに不足している科目を新設した。法令執行分野に関

しては、目標であった 6 名を上回る講師が研修を受講し、プロジェクト終了までにセミ

ナーやワークショップが実施される予定であることから、講師の能力は強化されつつあ

るといえる。以上のことから、終了時時点においてアウトプット２は達成されていると

いえる。 

３）アウトプット３：部分的に達成されている。 

船艇運航能力の向上を目標として、士官及び下士官に対する研修のカリキュラムや教

材が改訂及び開発された。資格認定コースは 7 コースが開発され、さらに 1 コースが開

発段階にある。また、PCG 資格認定制度は正式に承認され、プロジェクト終了までに機

能すると予測される。船舶の標準運航・演習手順は開発され、部署訓練評価（ORE）マ

ニュアル 8 巻のうち 6 巻は既に現場に配備され実証実験が進められている。他方、講師

養成のためのコースは 1 コースの開発にとどまっており、今後は講師のための資格認定

制度の構築が期待される。また、プロジェクト終了時までに船艇の標準運航・演習の手

順及び船艇管理の手続きが開発される必要性も高い。よって、終了時評価時点でアウト

プット３は部分的に達成されており、残るプロジェクト期間中にアウトプット３は達成

できる見込みである。 

 
３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：高い 

フィリピンの政策に関して、国家の社会経済開発の最上位計画である「フィリピン中期

開発計画（2004～2010 年及び 2010～2016 年）」において、海上安全・治安の強化が重点課
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題とされた。それに対し、わが国の対フィリピン援助方針に関して、日本政府は 2008 年 6

月に対フィリピンの国別援助計画で 3 つの重点開発課題を掲げ、2012 年 3 月には対フィリ

ピン援助方針を定めた。このなかで、投資促進を通じた持続的経済成長を中目標の重点分

野とし、そのなかに海上安全の確保が挙げられている。PCG では、世代交代や組織強化に

伴う新規採用者の増加など職員の増員計画が進められており、新規採用者に対する人材育

成や教育訓練、新たな組織体制の強化は PCG にとって重要かつ急務な問題である。以上の

ことから、本プロジェクトはフィリピン政府の政策、日本の援助政策、PCG のニーズとの

整合性が高い。また、PCG は海賊対策のアジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）に関す

るフィリピンでの国際海上法令執行機関である。日本政府が PCG の能力開発を支援するこ

とは ReCAAP の執行強化の面でも貢献度が高い。したがって、本プロジェクトの妥当性は

高いといえる。 

 

（２）有効性：高い 

アウトプット１で併任教官システムが構築され、そのシステムを充実するためにアウト

プット２を通して法令執行分野の研修プログラムを開発し、アウトプット３で船艇運航研

修計画を開発及び強化した。またプロジェクト終了時までには、併任教官システムを後押

しするキャリア管理計画も機能すると思われ、PCG の教育及び人材管理システムが開発さ

れつつあるといえる。したがって、アウトプットの達成によりプロジェクト目標が達成さ

れるという論理性は十分であった。また、終了時評価時点でほとんどの数値目標は達成し

ている。達成できていない指標に関してもプロジェクト終了時までに実施すべき活動が理

解されており、プロジェクト終了時にはプロジェクト目標の達成見込みは高い。 

 
（３）効率性：中程度 

アウトプットの達成度によると、全指標が満たされるまでにはもう少し時間を要するも

のの、プロジェクト終了時までにはアウトプット１から３はおおむね達成される見込みは

高い。アウトプット１の達成のためには、海事教育計画の策定、最適な教官の任命、PCG

コースにおけるカリキュラムの改訂を行う必要がある。また、アウトプット３の達成のた

めには、資格認定制度の確立、部署訓練評価（ORE）マニュアルの作成と認定が必要であ

る。なお、アウトプット２は既に達成されている。 

C/P や日本人専門家へのインタビュー及び質問票の結果により、以下の事項が確認され

た。 

・45 名の PCG 職員が本邦研修に参加をした。研修内容は理論的かつ実践的なものであり、

研修分野も多岐にわたっていたことから、本邦研修は非常に効果的であったといえる。

講師に任命された 27 名の専門分野に関する知識や技術は以前に比べて向上している。 

・1 年目と 2 年目は C/P と専門家とのコミュニケーションが円滑に行われていなかった。

それに伴う相互理解の不足はプロジェクトの進捗に少なからず影響を及ぼしたと考えら

れる。これを早期に解決すべく、対策・投入を実施すべきであった。 

・プロジェクト期間中、C/P が頻繁に交替した。交替の際、業務の引き継ぎが十分に徹底

していなかったため、後任者がプロジェクトを理解し、質や一貫性を維持した活動に積

極的に取り組むまでに時間を要した。 

 

（４）インパクト：比較的高い見込み 

プロジェクト目標の教育／人材育成管理システム開発が達成されれば、PCG の教育訓練
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がより効果的・効率的に実施されるようになる。また、本プロジェクトにより教育訓練制

度が確立されることによって、全国 12 管区に配置されている PCG 職員が裨益する。すな

わち、PCG 組織全体の能力の向上が見込まれる。具体的には、法令執行に関するミッショ

ンの回数や、パトロールの回数が増加することが期待される。 

本プロジェクトによっていくつかの正の波及効果が認められた。まず、国立フィリピン

商船大学（PMMA）との連携によって新規採用者に海技教育を提供する機会を確保するこ

とが可能となった。また、日本の厚い援助に触発され、他ドナーも PCG を積極的に支援す

るようになり、PCG にとって各国から知識や技術を吸収する機会が増加した。さらに、本

邦研修を受けた PCG 職員に意識の変化が生じ、他の職員に対して自発的に内部研修を実施

するようになった。なお、終了時評価の時点で負のインパクトは認められていない。 

 

（５）持続性：比較的高い 

１）政策面：高い 

「フィリピン中期開発計画（2004～2010 年及び 2010～2016 年）」のなかで、海上安全・

治安の強化は最も重要な課題として重要視されているため、今後もこの取り組みは続い

ていくといえる。ReCAAP は日本政府が提唱したものであるため、日本政府は今後も支

援を続けていくと考えられる。 

２）組織面：中程度 

C/P はプロジェクトの中頃から、進んで教科書などの教材を作成するなど自発的な行

動をとるようになったなど、PCG のコミットメントが高くなったといえる。PCG はプロ

ジェクトの重要性を理解しており、プロジェクト活動を継続していくことに非常に積極

的、好意的、推進的であることが判明した。その一方、併任教官システムが今後も効果

的に機能するのか、それはどの程度の成果をもたらすのか、また策定されたキャリア管

理計画に基づいた人事異動が確実に行われるのかに関しては、見通しが明確でない状況

である。 

３）財政面：高い 

PCG 予算計画では、PCG に対する予算総額は年々増加しており、今後も予算の増額が

見込まれている。予算の増額に関して、2013 年から PCG は財務管理局に対して必要予

算を直接申請することにより、予算の承認を得やすくなり、継続的に高い予算を確保し

やすくなる。したがって、財政面からの持続性は高いといえる。 

４）技術面：高い 

プロジェクト終了後、プロジェクトが提供したような技術レベル及び海上実地訓練を

取り入れた研修を PCG 自身で実施することは難しい。しかし、PCG は、インストラク

ター、士官及び下士官の能力を維持させるとともにできる限り向上させ、新たな技術を

学ぶ機会を提供するために、研修を実施するための追加的な予算を確保する必要がある。

また、インストラクターの研修実施能力維持のためには、併任教官システムにおける人

事計画に基づいた人員配置を行うことも重要である。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）アウトプット１の変更 

プロジェクトの進捗状況、プロジェクトをとりまく環境などから、中間レビュー時に

おいてアウトプット１の「専任教官システム」は「併任教官システム」に修正された。
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（２）実施プロセスに関すること 

１）2009 年度版フィリピン沿岸警備隊法の制定 

C/P へのインタビューによると、2010 年 2 月に制定された「2009 年度版フィリピン沿

岸警備隊法」がプロジェクト目標達成の貢献要因であったとの回答が多かった。この新

たな法により、PCG の役割及び責任が明確になり、教育及び人材開発管理システムを効

果的に機能させていくうえで、インストラクターの必要性を重要な役割であることが明

確になった。 

２）研修内容が充実した本邦研修 

本邦研修に参加した人数は 5 年間を通じて 45 名に上る。理論や知識を習得する座学セ

ミナーなどから実地の経験を積める技術セミナーまで多種多様な研修が行われた。特に

講師に任命された PCG 職員はこれらの研修に参加することにより、幅広い知識や技術を

習得することが出来た。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）頻繁な C/P の異動 

プロジェクト期間中、いずれの担当分野においても C/P が頻繁に交替した。交替の際、

前任者から後任者への業務の引き継ぎが十分に徹底していなかったため、後任者がプロ

ジェクトを理解し、プロジェクトの質や一貫性を維持した活動に積極的に取り組むまで

時間を要した。 

２）コミュニケーション 

プロジェクト開始時、プロジェクト関係者間のコミュニケーションに隔たりがあった。

プロジェクトの進行とともに相互のコミュニケーションは改善したものの、初期におけ

る相互理解の不足はプロジェクトの進捗に少なからず影響を及ぼしたと考えられる。 

 

３－５ 結 論 

結論としてプロジェクト終了時までに、プロジェクト目標である「PCG の教育及び人材開発

管理システムが開発される」はおおむね達成されるといえる。評価５項目に関し、妥当性、有

効性、インパクトは満足のいくものであった。評価５項目に関し、妥当性、有効性、インパク

トは満足のいくものであった。一方、効率性は十分とはいえず、プロジェクト終了時までに海

事教育計画の策定、最適な教官の任命、資格認定制度の確立を行うことが望まれる。持続性に

関して、PCG はプロジェクト終了後も予算を確保できる可能性が高いものの、組織面において

は策定されたキャリア管理計画に基づいた人事異動が確実に行われるか見通しが明確ではな

い。 

プロジェクトによる成果が維持され、能力向上に必要な研修などの予算、及び海上法令執行

の業務遂行のための人員の確保ができれば、上位目標が達成される見込みは高い。 

 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

「３－１（２）３） アウトプット３」の実績を踏まえ、PCG 及びプロジェクト専門家を対

象に以下の提言を行う。 
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・講師養成のためのコースは操船訓練の 1 コースしか開発されていない。船艇運航に係る教

育訓練能力を高めるために、他のコースについても講師養成用コースを開発することが望

まれる。 

・プロジェクト期間中に士官及び下士官向けの資格認定制度は開発されてきているが、今後

PCG の船艇運航能力を組織的に伸ばしていくためには、講師向け資格認定制度の開発が必

要である。 

 

 



 



ix 

Summary of Terminal Evaluation 
 

1. Outline of the Project 

Country：Republic of the Philippines Project title：Philippine Coast Guard Education and 

Human Resource management System Development 

Project 

Issue：Transportation-International Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge：Transportation and ICT 
Division 1, Economic Infrastructure 
Department 

Total cost (At the Terminal Evaluation)：2.8 billion Yen

Period of 
Cooperation 

(R/D)：9th November 2007 
7th January 2008 – 6th January 
2013 
 

Partner Country’s Implementing Organization：

Department of Transportation and Communications 

(DOTC), Philippine Coast Guard (PCG) 

Supporting Organization in Japan：Japan Coast Guard 

(JCG) 

Related Cooperation： JICA long-term expert (Coast 

Guard Administration) 

1-1  Background of the Project  

The Philippines are facing the issues such as natural and artificial disasters, increased marine 

pollution, and piracy and smuggling cases though the marine transportation is main methods. 

In order to tackle these issues, the Philippines Government has established Philippine Coast Guard 

(PCG) in the Navy in 1974, which is responsible for implementation and enforcement of maritime 

transport safety policies and regulations. In 1998, PCG has been transferred to Department of 

Transportation and Communications (DOTC). The educational and training works implemented by 

the navy became the duties of PCG itself by this transfer and PCG has confronted insufficient 

facilities and equipment, and a lack of curriculum and trainers.  

Thus, based on the request from the Philippines government, JICA had carried out the technical 

cooperation project named “The Project on Philippine Coast Guard Human Resource Development” 

to improve the performance capability of PCG through the upgrade of educational and training 

programs from July 2002 to June 2007. This project has implemented training and seminars on the 4 

areas, Search and Rescue (SAR), Marine Pollution (MARPOL) & Oil Spill Combating (OSC), Aids 

to Navigation (ATON) and Maritime Law Enforcement (MARLEN), and integrated them into 

syllabus and curriculum as well as expanded the basic education.   

However, there were many issues left to enhance the level of ability for accomplishing duties, and 

it terminal evaluation in October 2006 had pointed the establishment of full-time faculty system and 

continuous expansion of educational training on MARLEN and basic education as the medium and 

long term issues. Concerning the full-time faculty system, the development of comprehensive and 

continuous education and training strategy is necessary.  

Based on the above background, JICA has started the Project “Philippine Coast Guard Education 

and Human Resource Management System Development Project” since July 2007 with the duration 

of five years in cooperation with PCG. 
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1-2  Project Overview 

The aim of the Project is to improve the service of bus operation quantitatively and qualitatively 

through strengthening the institutional capacity of PCG and officers 

(1) Overall Goal 

The Capacity of PCG as a Law Enforcement Agency is improved 

 

(2) Project Purpose 

PCG Education and Human Resource Management system is developed 

 

(3) Outputs 

Output 1: Establishment of Concurrent Instructor System 

Output 2: Training programs on MARLEN are developed and strengthened 

Output 3: Training programs on ship operations are developed and strengthened 

 

(4) Inputs 

   Japanese side：Total cost  JPY 2.8 billion 

      Number of Japanese experts dispatched：6 long-term and 9 short-term experts  

      Number of trainee dispatched in Japan：45 

      The amount of equipment provided：JPY 4,004,875 

   Philippines side 

      Number of Counterpart：14 

      Land and facility Provided：Office rooms for the Project in PCG headquarter 

 

2. Outline of the Evaluation team 

Evaluation 

Team 

Tatsuya MURASE Executive Advisor to the Director General, Economic 

Infrastructure Department, Japan International Cooperation 

Agency (JICA) 

Masanori HISAKI Senior Liaison Officer, International Affairs & Crisis 

Management Division, Administration Department, Japan 

Coast Guard (JCG) 

Masanori KAWANO Deputy Assistant Director, Transportation and ICT Division 1, 

Economic Infrastructure Department, Japan International 

Cooperation Agency (JICA) 

Chiaki YAMADA Evaluation Analyst, Pegasus Engineering Corporation 

Period of 

Evaluation 

15th July 2012 to 28th July 2012 Type of Evaluation Terminal Evaluation 

3. Results of Evaluation 

3–1  Project Achievement 

(1) Achievement of the Project purpose 

Project Purpose：PCG Education and Human Resource Management system is developed 

As to Output1, “The establishment of Permanent Faculty System “has been modified to “The 

establishment of Concurrent Instructor System” during the Mid-term review after the consultation 

among the Project. After that, the circular of the Concurrent Instructor System has been approved 
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by the commandant on 28th May 2012.  

As the first project activity, the database to select appropriate PCG officers for the concurrent 

instructor system has been established. Moreover, activities for the formulation of the career 

management plan and establishment of the promotion system and instructor eligibility system 

have been implemented in order to promote functioning the concurrent instructor system. As other 

outcomes for the achievements for the project purpose, training programs concerning MARLEN 

and Ship Operations for officers and non-officers have been developed and strengthened, and the 

Qualification Courses on Ship Operations have been developed for the enhancement of the 

institutional capacity of PCG. On the other hand, there are some challenges for fulfillment of the 

Project Purpose, but these challenges for the achievement of the Project Purpose are clear. 

Therefore, the Project Purpose is likely to be achieved before the end of the Project. 

 

(2) Achievement of Outputs 

Output 1：Partly Achieved 

The consultation and discussion on PDM during the Mid-term review has resulted in the 

modification from “The establishment of “Permanent Faculty System “to “The establishment of 

Concurrent Instructor System”. The details of the Concurrent Instructor System have been shared 

among the PCG. In order to promote the Concurrent Instructor System, the formulation of Career 

Management Plan, the establishment of both Promotion System and Instructor Eligibility System 

has been developed. However, there are a few indicators left which have not achieved at the 

terminal evaluation.  

Challenges to be fulfilled by the end of the Project are clear and therefore, the likelihood of the 

achievement on Output 1 is considerably high. The circular of the concurrent system has been 

approved by the commandant on 28th May 2012, therefore, the Concurrent Instructor System has 

been established in PCG. 

 

Output 2：Achieved 

The curriculums of Coast Guard Officer’s Course（CGOC）and Coast Guard Man’s Course

（CGMC）have been revised, and subjects to be strengthened in each course have been 

determined for. Also, the necessary number of hours in each subject has been increased. Officers 

and non-officers have increased knowledge and improved skills through training with learning 

about MARLEN theoretically and practically. Moreover, the teaching syllabus and materials in 

Coast guard Command Staff Course (CGSCC）and Maritime Security Course（MARSEC）have 

been revised and new subjects have been added into courses mentioned above.  

More than 6 instructors have been trained on MARLEN and additional seminars and workshop 

will be conducted by the end of the Project, and it may be said that the capacity of the instructors 

is strengthened. 

Therefore, Output 2 has been achieved at the terminal evaluation. 

 

Output 3：Partly Achieved 

With the goal of improvement on the ability of ship operation, curriculums and teaching 

materials on training courses for officers and non-officers have been revised and also developed. 7 

qualification courses have been developed and one is going. Moreover, the PCG Certification 
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System for strengthening the institutional capacity of PCG has been established.  

On the other hand, it is necessary to bring up instructors who are specialized in specific 

subjects in order to conduct training for officers and non-officers. There is only 1 instructor course 

developed and the development of instructor courses is expected to be increased. Moreover, the 

establishment of Certification System for instructors is desirable. In terms of development of 

Standard operation procedures for ship operation, Operation Readiness Evaluation (ORE) Manual, 

Watch Officer’s Guide and Instruction for Shipboard Ratings will be completed by the end of the 

Project.  

From the above, although there are some challenges for strengthening the courses developed 

by the end of the Project, Output 3 will be achieved. 

 

3–2  Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance：High 

The enhancement of maritime safety and security has been considered as one of the important 

issues to be tackled in the medium-Term Philippines Development Plan (2004-2010 and 

2010-2016). The Government of Japan has adopted three prioritized issues for the Philippines in 

June 2008 and determined Country Aid Policy in March 2012, continuous economic growth 

through investment promotion is recognized as a prioritized issue in the medium-term aim, as well 

as the promotion of maritime safety. PCG has carried a plan forward to increase the number of 

PCG officers along with the alternation of the generations and reinforcement of the organization. 

Accordingly, training and human resource development for newly-hired officers must be needed 

for strengthening the institutional capacity of PCG.  

In terms of consistency with the Philippine policy and Japan’s aid policy and needs of PCG, 

the relevance of the Project is high. The needs of support for strengthening PCG’s capacity 

through the Project high. The enhancement of the capacity development on PCG by the 

Government of Japan has resulted in the great contribution for PCG in terms of strengthening the 

ReCAAP’s execution. From the above, the relevance of the Project is high. 

 

(2) Effectiveness：High 

Output 1-3 are contributing to the achievement of the Project purpose. Output 1 aims to 

establish the Concurrent Instructor System. Furthermore, Output 2 and 3 also aim to enrich the 

contents of the Concurrent Instructor System in terms of Training programs on MARLEN and 

Ship Operations. By the termination of the Project, the career management plan which encourages 

the concurrent instructor system is expected to be functioned and the PCG education and human 

resource management system will be able to be developed. Therefore, the logic/project approach 

has been appropriate. Most of indicators have also been achieved at the terminal evaluation. PCG 

recognizes activities to be implemented for the fulfillment of all indicators and the Project purpose 

is likely to be highly achieved. 

 

(3) Efficiency：Moderate 

According to the achievement of Output, it takes more time to achieve all indicators but Output 

1-3 is likely to be largely achieved by the termination of the Project.  

Activities to be implemented for the achievement of Output1 are as below: 
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- Formulation of the plan on maritime education 

- Assignment of PCG officers for appropriate instructors  

- Revision of the curriculums on PCG courses  

Activities to be implemented for the achievement of Output 3 are as below: 

- Establishment of the PCG certification system 

- Development and qualified of ORE manual  

It is found that Output 2 has already been achieved at the terminal evaluation. Following 

results have been found out through the interview, questionnaires to Japanese experts and C/P 

officers and the Project Report. The 1st one is that PCG has highly appreciated the training in 

Japan qualitatively and quantitatively-wise. 45 PCG officers have participated in academic and 

practical training. 27 PCG officers designated as instructors have participated in the training and 

became more confident of their improved knowledge and skills. The 2nd is that the communication 

between the experts and C/P officers was not smooth for the 1st and 2nd year. It sometimes 

resulted in a miscommunication with each other and appeared to be a disturbing factor for the 

progress of the Project during that early stage of project implementation. One more is that 

frequent changes of C/P officers happened. The transition and transfer of works between a C/P 

predecessor and successor was not smooth, it takes too much time for a successor to catch up and 

understand the overall Project. 

 

(4) Impact：Relatively High 

If PCG Education and Human Resource Management system is developed, training of PCG 

will be effectively and efficiently implemented. Moreover, the establishment of the concurrent 

instructor system will bring positive effects to PCG officers allocated 12 districts under 

jurisdiction in the Philippines. Namely, the institutional capacity of PCG, especially the number of 

missions on MARLEN and patrol vessel operations is expected to be increased. There are a few 

unexpected positive impacts found through the interview. One of the ripple positive effects is the 

start of collaboration with PMMA on maritime education, which the Project has promoted. The 

other positive effect is that awareness of the existence of the Project has somehow led other 

donors, such as the United States of America, et. al., to also provide support to PCG. Through the 

interview with C/P officers, some of C/P officers have started an in-house training, utilizing skills 

acquired from training in Japan. Furthermore, unexpected negative impacts have not been found at 

the terminal evaluation. 

 

(5) Sustainability：Relatively High 

Policy Aspects 

The enhancement of maritime safety and security has been considered as one of the important 

issues to be tackled in the medium-Term Philippines Development Plan (2004-2010 and 

2010-2016).The establishment of the “Regional Cooperation Agreement on Combating Piracy and 

Armed Robbery Against Ship in Asia” (ReCAAP) has been advocated by the Government of 

Japan, therefore the Government of Japan will continue the support to the Philippines in the 

future. 
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Organizational Aspects 

C/P officers have taken the initiative in developing reference materials such as textbook since 

the middle of the project period and it can be said that the commitment of PCG has been raised. 

PCG has recognized the importance of the Project and is willing to continue the activities 

positively in the future. On the other hand, as to whether PCG is capable of following up the 

concurrent instructor system and human resource allocation based on the career management plan 

formulated or not, and also its outcomes happened cannot yet be measured during the Project. 

 

Financial Aspects 

According the budget plan, the budget allocation for PCG has been increased and also will be 

increased after the end of the Project. It can be said that the likelihood of securing financial 

sustainability is high. The interview with C/P officers mentioned that PCG would receive its 

budget directly from the Department of Budget and Management starting in 2013, therefore it 

expects to secure higher budgets on the succeeding years. Consequently, the sustainability in 

terms of the financial aspects is high. 

 

Technical Aspects 

It will be difficult for PCG to conduct training for instructors same as the training provided by 

the Project. In order to maintain the capacity of instructors, the PCG has to secure the certain 

budget for specific training for instructors. Moreover, the assignment plan proposed in concurrent 

faculty system has to be functioned to maintain the level of instructors’ training capacity. 

 

3–3  Factors that promoted realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 

The change of Output 1 

After the consideration of the project progress and circumstances around the Project, 

“permanent faculty system” has been changed to “concurrent instructor system” at the terminal 

evaluation. 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

The enactment of the Philippine Coast Guard Law of 2009 

It is found that the Philippine Coast Guard Law of 2009 which has been enacted in February 

2010 was a contributing factor based on the result of interviews with C/P. This new law has led 

roles and responsibilities of PCG clear. Also, it is clear that instructors are so important as to 

function the education and human resource management effectively. 

 

Productive training conducted in Japan 

45 PCG officers in total have participated in training in Japan. There is a variety of training 

conducted from theoretical seminars for learning knowledge to technical seminars to undergo 

practical experiences. In particular, PCG officers designated as instructors have acquired a wide 

range of knowledge and skills. 
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3–4  Factors that impeded realization of effects 

(1) Factors concerning to planning 

Factors have not been found. 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

Frequency of PCG’s personal changes 

Frequent changes of C/P officers have happened during the Project. The transition and transfer 

of works between a C/P predecessor and successor was not that smooth, it takes too much time for 

a successor to catch up and understand the overall Project. 

Communication among the project team 

There was a problem in verbal communication among the project team at the beginning of the 

Project. This has led to a miscommunication with each other. Although the mutual communication 

has been better improved as the Project went forward, it initially appeared to be a disturbing factor 

for the progress of the Project in the early part of its implementation. 

 

3–5  Conclusion 

In conclusion, the Project purpose “PCG Education and Human Resource Management is 

developed” is likely to be achieved before the termination of the Project.  

Concerning 5 evaluation criteria, Relevance, Efficiency and Impact are considerably 

acceptable results. On the other hand, Effectiveness is not a satisfactory result. Three challenges 

such as the formulation of the plan on maritime education, the designation of appropriate 

instructors and the establishment of PCG certification system are expected to be implemented. 

Concerning the sustainability, PCG is sure to secure the budget for implementing activities 

continuously, however, It is unsure that personal changes will be performed based on the career 

management plan in terms of the organizational/institutional aspects.  

If PCG maintains the project effects, secures budgets for training to enhance the capacity of 

PCG officers and also secures the number of necessary officers and non-officers for MARLEN, 

Overall goal is expected to be achieved. 

 

3–6  Recommendations 

Recommendations suggested to PCG and Project experts as bellow in connection with 3-1 

output3. 

- Development of instructor’s course for enhancing the training and education on shop 

operations 

- Establishment of certification system for instructors for enhancing the PCG institutional 

capability to operate PCG vessels 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査の経緯・目的 

 フィリピン共和国（以下、「フィリピン」と記す）において、海上輸送は主要な交通手段である

が、天災・密輸・テロ・盗賊などの人為的災害、及び油流出事故等の問題を抱えている。このよ

うな海上保安上の課題に対処するため、1974 年、海軍にフィリピン沿岸警備隊（PCG）が設置さ

れ、1998 年に運輸通信省（DOTC）に移管された。この移管により、海軍が実施していた教育・

訓練業務が PCG 自身の業務となり、PCG は、教育訓練、カリキュラムの不備、研修施設、機材、

カリキュラム、指導員等の不足という課題に直面した。 

 以上の背景の下、フィリピン政府の要請に基づき、2002 年 7 月より 5 年間を協力期間として「海

上保安人材育成プロジェクト」（以下、「前プロジェクト」）が実施された。前プロジェクトにおい

ては海難救助、海洋環境保全・油防除、航行安全、海上法令執行の 4 分野で教育訓練やセミナー

が実施され、それらを既存のシラバス、カリキュラムに組み込んでいくとともに、基礎教育の拡

充等を行ってきた。しかしながら、前プロジェクトの終了時評価（2006 年 10 月）において、専

任教官制度の創設に加え、中・長期的な課題として法令執行及び基礎教育の分野における継続的

な教育訓練内容の拡充が指摘された。また、専任教官制度に関しては、包括的かつ継続的教育と

訓練戦略の開発が必要とされている。このため、フィリピン政府は継続プロジェクトを要請した。 

 この要請に基づき、JICA は、2008 年 1 月より 5 年間を協力期間とし、「PCG の法令執行機関と

しての能力向上」を目的とした技術協力プロジェクト「フィリピン海上保安教育・人材育成管理

システム開発プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」）を開始した。2011 年 2 月に中間レビュ

ーが実施され、今般、協力開始から 5 年目を迎え、これまでの活動実績を評価するとともに、残

存期間に向けての提言を抽出することを目的に終了時調査団を派遣した。 

 

１－２ 調査団の構成 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 総  括 村瀬 達哉 JICA 経済基盤開発部 審議役 

2 技術参与 久木 正則 海上保安庁（JCG）総務部国際・危機管理官付 専門官 

3 計画調整 河野 真典 JICA 経済基盤開発部運輸交通・情報通信第 1 課 副調査役 

4 評価分析 山田 千晶 ペガサスエンジニアリング株式会社 技師 
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１－３ 調査日程（2012 年 7 月 15～28 日） 

日 程 総括、技術参与、計画調整 評価分析 

7 月 15 日 

 

移動（東京→マニラ） 

7 月 16 日 

JICA フィリピン事務所との打合せ 

PCG 管理担当副長官への表敬訪問及び意見交換 

カウンターパート（C/P）へのインタビュー 

7 月 17 日 C/P へのインタビュー 

7 月 18 日 C/P へのインタビュー 

7 月 19 日 C/P へのインタビュー 

7 月 20 日 C/P へのインタビュー 

7 月 21 日 データ集計、資料整理 

7 月 22 日 移動（東京→マニラ） データ集計、資料整理 

7 月 23 日 
JICA 及び日本人専門家との打合せ 

PCG 管理担当副長官及び運用担当副長官への表敬訪問及び意見交換 

7 月 24 日 ワークショップ：協議議事録（M/M）案の内容についての協議 

7 月 25 日 JICA フィリピン事務所との打合せ、M/M 案のとりまとめ 

7 月 26 日 M/M 案のとりまとめ及び最終化 

7 月 27 日 
M/M の署名、合同調整委員会（JCC）開催 

JICA フィリピン事務所へ報告、日本大使館へ報告 

7 月 28 日 移動（マニラ→東京） 

 

１－４ 主要面談者（敬称略・順不同） 

＜フィリピン沿岸警備隊（PCG）＞カッコ内は、プロジェクトにおける担当分野 

長 官 VICE ADMIRAL EDMUND C TAN 

運用担当副長官 RADM LUIS JR M TUASON 

管理担当副長官（当プロジェクトディレクター） RADM LINO H DABI 

教育訓練局長（当プロジェクトマネージャー） CAPT ROLANDO D LEGASPI 

教育訓練副局長 

〔当プロジェクトサブマネージャー／海上法令執行

（MARLEN）担当〕 

CDR RUDYARD M SOMERA 

教育訓練局（CGETC） 教義開発調査課（DDRI） 

（当プロジェクト教官／教育システム担当） 
LCDR MITZIE S CAMPO 

船舶運用部（CGRF）、司令（当プロジェクト船艇運航

担当） 
CAPT LEOVIGILDO G PANOPIO 

CGRF、副司令（当プロジェクト船艇運航） CDR ALLAN O CORPUZ 

CGETC 当プロジェクト業務調整担当 ENS ARTZELL M ANACAN 
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＜プロジェクト 日本人専門家＞ 

石間 聡孝 プロジェクトリーダー／教官制度 

江口 圭三 MARLEN 

長谷川 正浩 船艇運航 

渋木 圭太 業務調整 

馬渕 巌 海上保安行政（個別専門家） 

＜在フィリピン日本国大使館＞ 

針谷 雅幸 2 等書記官 

三浦 淳 2 等書記官 

＜JICA フィリピン事務所＞ 

佐々木 隆宏 所 長 

益田 信一 次 長 

森 悠介 所 員 

 

１－５ 対象プロジェクトの概要 

（１）協力期間 

2008 年 1 月 7 日～2013 年 1 月 6 日（5 年） 

 

（２）カウンターパート（C/P）機関 

運輸通信省（DOTC）、フィリピン沿岸警備隊（PCG） 

 

（３）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）概要（Version 2.0） 

上位目標：法令執行機関としての PCG の能力が向上する。 

プロジェクト目標：PCG の教育及び人材開発管理システムが開発される。 

アウトプット１：併任教官システムが構築される。 

アウトプット２：法令執行分野に関する研修プログラムが開発される。 

アウトプット３：船艇運行研修計画が開発及び強化される。 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 終了時評価調査のプロセス 

 本評価調査は、以下 3 つのステップにより実施した。 

 

 

 

 

 

 第１ステップでは、プロジェクトによる自己評価として、PDM 及び活動実施計画（PO）に沿

った活動・アウトプット・プロジェクト目標実績表、上位目標の達成見込み、専門家や機材・研

修等の投入実績表が作成された。 

 第２ステップでは、本調査団の評価分析団員が他団員より１週間先行し、プロジェクト専門家

をはじめとするプロジェクト関係者へのインタビューを実施し、その結果を基にプロジェクトの

活動やアウトプット等の評価及び分析を行った。 

 第３ステップでは、日本調査団による評価調査を実施した。第１ステップによる自己評価及び

第２ステップによる評価分析結果を基に、評価５項目に沿って本プロジェクトのプロジェクト目

標及びアウトプットの達成状況を確認し、プロジェクト終了に向けて提言を行った。 

 

２－２ データ収集方法 

 本評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

・討議議事録（R/D）、PDM 及び PO 

・業務完了／プロジェクト事業進捗報告書のレビュー 

・活動／アウトプットの実績表及びプロジェクト目標／上位目標の達成見込み表 

・日本人専門家及び PCG 関係者への質問票調査及びインタビュー 

・PCG 運用担当副長官及び管理担当副長官への表敬訪問と意見交換 

・PCG 本庁の直接視察 

 

２－３ 評価項目 

２－３－１ プロジェクトの実績の検証 

PDM 及び PO に基づき、投入は計画どおり実施されたか（計画値との比較）、アウトプット

は計画どおり達成されるか（目標値との比較）、プロジェクト目標は達成されるか（目標値との

比較）、上位目標は達成の見込みがあるか（目標値との比較）を検証する。 

 

２－３－２ 実施プロセスの検証 

活動は計画どおりに実施されたか、プロジェクトのマネジメント体制に問題はなかったか、

相手国実施機関や C/P のプロジェクトに対する認識は高いか、プロジェクトの実施過程で生じ

る問題の要因や効果発現に影響を与えた要因は何か、などを検証する。 

 

 

第１ステップ： 

プロジェクト

自己評価 

第２ステップ：  

コンサルタント

（評価分析）評価

第３ステップ：  

日本調査団評価 
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２－３－３ 評価５項目の検証 

「２－３－１ プロジェクトの実績の検証」及び「２－３－２ 実施プロセスの検証」の結

果を基にデータを解釈し、プロジェクトを評価５項目の観点から検証する。 

 

項 目 視 点 

妥当性 

プロジェクトのめざす効果（プロジェクト目標や上位目標）が相手国及び

日本国の政策との整合性はあるか、また受益者のニーズと合致しているの

かという観点から検討する。 

有効性 
プロジェクト目標の達成度合い、アウトプットとプロジェクト目標の因果

関係という観点から検討する。 

効率性 
プロジェクトの投入によるアウトプットの程度について、投入のタイミン

グ、質、量という観点から妥当であったかを検討する。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる波及効果（上位目標を含む）につい

て、プロジェクト開始当初予期していなかった効果も含め検討する。 

持続性 
プロジェクト終了後、プロジェクトで発現した効果が持続する見込みがあ

るかという点について、政策・制度・財政・技術的な観点から検討する。

 

５項目は、下記のとおり５段階で評価される。 

 

1 2 3 4 5 

低い おおむね低い 中程度 おおむね高い 高い 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

以下に、上位目標、プロジェクト目標、アウトプットそれぞれの指標の結果概要を示す。詳細

に関しては、それぞれ「３－３ アウトプットの達成状況」、「３－４ プロジェクト目標の達成

状況」、「３－５ 上位目標の達成見込み」に記載する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アウトプット１：部分的に達成済み ⇒ プロジェクト終了までに達成する見込み

 指標 1-1：達成済み 

 指標 1-2：おおむね達成済み → 教育環境の整備、国立フィリピン商船大学

（PMMA）との連携発展 

 指標 1-3：部分的に達成済み → キャリア管理計画検討委員会で再検討中 

 指標 1-4：達成済み 

 指標 1-5：部分的に達成済み → 優先事項変更に伴い遅れ 

アウトプット２：達成済み 

 指標 2-1：達成済み 

 指標 2-2：達成済み 

 指標 2-3：達成済み 

 指標 2-4：達成済み 

アウトプット３：部分的に達成済み ⇒ プロジェクト終了までに達成する見込

み 

 指標 3-1：達成済み 

 指標 3-2：部分的に達成済み → 資格認定制度は承認済み、実施まで要時間 

 指標 3-3：部分的に達成済み → 10 月完成；ORE マニュアル、当直士官ガイド

                プロジェクト終了時までに完成；指導指針案

 指標 3-4：達成済み 

上位目標：知識や技術の維持及び予算が確保されれば、上位目標達成の見込みは高い。 

 指標１：達成見込みは高い。 

 指標２：達成見込みは高い。 

プロジェクト目標：おおむね達成済み ⇒ プロジェクト終了までに達成する見込み 

 指標１：おおむね達成済み → PCG 教官システムにおけるインストラクター1 名 

 指標２：達成済み 

 指標３：達成済み 

 指標４：達成済み 
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３－１ 投入実績 

 プロジェクト実施期間である 2008 年 1 月 7 日から 2012 年 5 月 31 日までの日本側及びフィリピ

ン側の投入実績は以下のとおりである。詳細については、合同評価報告書（付属資料１．協議議

事録（M/M）の Attachment 1）を参照。 
 

３－１－１ 日本側の投入実績 

項 目 実 績 

日本人専門

家派遣 

 長期専門家派遣 （単位：名） 

NO 担当分野 2008 2009 2010 2011 2012

1 チーフアドバイザー／教官制度 1 1 1 1 1

2 海上法令執行(MARLEN) 1 1 1 1 1

3 教育制度 1 1 1 1 0

4 船艇運航／業務調整 1 1 1 1 0

5 船艇運航 0 0 0 0 1

6 業務調整 0 0 0 0 1

合 計 4 4 4 4 4

 

 短期専門家派遣 （単位：名） 

NO 担当分野 2008 2009 2010 2011 2012

1 国際海洋警察学 1 0 0 0 0

2 逮捕技術 1 1 0 0 0

3 初動捜査技術 1 1 1 0 0

4 国際法令執行 0 1 0 0 0

5 船内検索 0 0 2 0 0

6 チーム管理／船舶検査 0 0 0 2 0

7 防具を使用した逮捕技術 0 0 0 1 0

8 指紋認証技術 0 0 0 1 0

9 チーム管理／撮影技術 0 0 0 1 0

合 計 3 3 3 5 0

      

機材供与 

（単位：フィリピンペソ） 

2008 2009 2010 2011 
2012 

（見込み） 
合計金額 

0 0 0 1,948,529 2,056,346 4,004,875

       

本邦研修 

 参加者数 （単位：名） 

2008 2009 2010 2011 
2012 

（見込み） 
合計人数 

4 1 12 25 約 30 約 72
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３－１－２ フィリピン側の投入実績 

項 目 実 績 

C/P 配置 

 C/P の人数 （単位：名） 

NO 役職／担当分野 2008 2009 2010 2011 2012

1 プロジェクト・ダイレクター 1 1 1 1 1

2 プロジェクトサブマネジャー 1 1 1 1 1

3 
プロジェクトサブマネジャー／

海上法令執行（MARLEN） 
0 0 0 0 1

4 教官／教育制度 2 3 3 3 1

5 海上法令執行（MARLEN） 0 1 3 1 0

6 船艇運航 3 3 5 3 2

7 業務調整 0 0 0 0 1

合 計 7 9 13 9  7

       

施設の提供 C/P 機関である PCG 内にプロジェクトの執務室が確保された。 

 

３－２ 活動実績 

 プロジェクトの主な活動実績は、合同評価報告書（付属資料１．協議議事録（M/M）の Attachment 

1）を参照。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 

３－３－１ アウトプット１ 

併任教官システムが構築される。 

中間レビューにおいて「専任教官システムの構築」は「併任教官システムの構築」に変更

された。これまでに職員データベースの確立は達成済み、教官システムマスタープランの作

成はおおむね達成済みであり、キャリア管理計画もキャリア管理計画検討委員会内で同計画

が検討されている。また、教官の選定システムは構築済みであり、今後のモニタリング／フ

ィードバック強化に向けた改善事項についても整理がなされている。よって、終了時評価時

点でアウトプット１は部分的に達成されているといえる。プロジェクト終了時までにすべき

課題は明確になっており、それゆえに、プロジェクト終了時までにアウトプット１が達成さ

れる見込みは高い。なお、併任教官システムの通達案が 2012 年 5 月 28 日に PCG 長官によ

り承認されているため、PCG においては併任教官システムの体制は確立されている。 

指標 1-1：達成済み 

PCGの教育及び研修

に関する職員データ

ベースが確立される。

 

データベース構築のための実施活動 マニュアル名 

・既存データベースの改訂 

・外部講師によるデータベースに関する研

修やセミナーの実施  

・教育訓練局（CGETC）内で、教官候補者

選定に特化したデータベースの開発 

・中佐の階級以下の士官約 650 名のデータ

・標準運用手順マニュアル

・システムマニュアル 

・管理マニュアル 
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を入力し、暫定的な運用の開始 

 

 今後、CGETC は本庁人事担当課（CG-1）と協力し、PCG 全体の人

事管理のためのデータベースの構築及び CG-1 によるサーバー管理

の促進、クライアント末端からデータベースにアクセスできるシス

テムの開発を進めていくことが期待される。 

指標 1-2：おおむね達

成済み 

教官システムマスタ

ープランが作成され

る。 

 教官システムマスタープランとは、併任教官システムの確立だけ

でなく、PMMA との協力により充実した海事教育をカリキュラムに

含めることである。以下に、マスタープラン作成のために実施され

た活動を示す。 

・フィリピン国軍士官学校（PMA）や PMMA の講師による教官シス

テム開発のためのセミナー及びワークショップの開催 

・現行の教官システムによる研修の実態及び問題点の調査・分析。そ

の結果に基づいた併任教官システムに関する協議・検討・提案 

・併任教官システム実施のための運輸通信省令（DO）の作成及び承

認申請 

 2009 年 10 月に PCG-PMMA 間で相互教育協力覚書（MOU）が締結

され、PCG の士官候補生に海事教育を提供するための PCG-PMMA 

Cadetship Program1が開始された。PCG は MOU に基づき、2010 年度

に 15 名、2011 年度に 13 名、2012 年度に 26 名の士官候補生を PMMA

に派遣した。今後、多くの士官候補生がよりよい環境で充実した海

事教育の研修や訓練を受けることができるようなシステムの構築

と、必要な施設及び機材の整備、そして PMMA との協力発展をマス

タープランにおいて提言する予定である。 

指標 1-3：部分的に達

成済み 

PCG 職員のためのキ

ャリア管理計画2が開

発される。 

 プロジェクト開始時、士官及び下士官の専門性を高めるための戦

略的な人事異動制度やキャリア管理は行われていなかった。そのよ

うな状況下では、CGETC が必要としている能力を携えた講師の育成

かつ士官及び下士官への十分な研修の実施は困難であった。そのた

め、海上保安に関する専門的な知識・経験や船艇運航に必要な海技

知識・技能を向上させるためには人事異動制度の検討を含むキャリ

ア管理計画を検討・策定することが必要であった。 

 キャリア管理計画を策定するにあたり、以下の活動が実施された。

・士官及び下士官の昇進システム及び一般職の人事計画の分析 

・新たなキャリア管理計画の協議・検討・提案  

・キャリア管理計画における昇進システムの提案・改訂 

 

                                                        
1 PCG が採用した士官候補生に対し、奨学金を付与し、PMMA で航海及び機関科における教育・訓練を受け 4 年後に学士の資

格が取得できるプログラムである。 
2 キャリア管理計画は、士官が上級幹部ポストに至るまでは、1 カ所のポストに就く期間を従来より長くするとともに、特定

専門分野の職務を繰り返し経験させるよう関連部署への人事異動を促進するものである。 
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 2012 年 3 月に教育訓練検討委員会（ETB）においてキャリア管理

計画が討議され、長官に提案書が提出された。現在は、キャリア管

理計画検討委員会内で提案書が再検討されており、DO になるには少

し時間を要する。 

指標 1-4：達成済み 

適格な教官の選定シ

ステムが構築される。

 適格な教官の選定システムを構築するにあたり、以下の活動が実

施された。 

・従来の研修における教官の選定要素（方法及び基準）の分析 

・教官の選定要素を構築中の教育訓練人材データベースに反映 

・CGETC 内に教官選定委員会を設置し、教官候補に対し面接を実施

し、選定要素に基づき選出 

 

 構築された選定システムを活用することで、適格な講師の選出を

行うことができるようになった。 

指標 1-5：部分的に達

成済み 

モニタリング／フィ

ードバックシステム

が改善される。 

 PCG の評価システム制度は 2007 年 6 月に発出した公文書

（No.00-07）に基づいて作成されている。現行の PCG の評価システ

ム制度の見直しを行った結果、その制度の構成が複雑であり、評価

シート自体も要点を得ていなかったため、評価・モニタリングは実

施されていなかったことが判明した。これを改善するため、プロジ

ェクトは評価シートの再検討及び修正を行った。しかしその後、2010

年に「2009 年度版フィリピン沿岸警備隊法」が施行されたことを受

け、評価シートの改善を含めたモニタリング／フィードバックシス

テムの改善よりも、CGETC で実施すべき各コースの編成、コースご

との教授科目、内容等について大幅な見直しの実施が優先事項とな

った。 

 この流れを受けて、2012 年 1 月より全 15 コースの内 4 コースにお

いてはカリキュラム、教授内容及び使用教材の精査が終了し、残り

11 のコースについても同様の見直し作業を行う予定である。見直し

作業が終了した時点で、本格的にモニタリング／フィードバックシ

ステムの改善のための作業に入る。この活動はプロジェクト終了時

までには実施される予定である。 

 

３－３－２ アウトプット２ 

法令執行分野に関する研修プログラムが開発される。 

 これまでに新任士官コース（CGOC）及び新任下士官コース（CGMC）のカリキュラムが

改正され、同時に各コースにおける強化対象科目が決定し、各科目の単位必要時間数の増加

も行われた。また、士官及び下士官は研修を通し、法令執行について理論的及び実践的に学

ぶことによりおのおのの知識や技能を向上させている。さらには、部署長コース（CGSCC）

及び中堅下士官海上法令執行コース（MARSEC）に関するシラバスや教材の改定を行うとと

もに、コースに不足している科目を新設した。法令執行分野に関しては、目標である 6 名を

上回る講師が研修を受講し、プロジェクト終了までにセミナーやワークショップが実施され
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る予定であり、講師の能力は強化されつつあるといえる。以上のことから、終了時時点にお

いて、アウトプット２は達成されているといえる。 

指標 2-1：達成済み 

ジュニア及ミドル階

級士官のため法令執

行分野に関する新し

い 1 コースが開発及

び強化される。 

 

指標 2-2：達成済み 

下士官のための法令

執行分野に関する新

しいコースが開発及

び強化される。 

 プロジェクト開始時には、士官及び下士官に対して海上法令執行

分野のコースを新設する予定であった。しかし、1 年目及び 2 年目に

おける新たなコース新設の可能性に関する PCG 内の調査及び協議の

結果、第 3 回 JCC でコースの新設ではなく、既存のコースの強化を

めざすことが決定された。 

 以下、既存の 4 コースのシラバスやカリキュラムが再検討され、

さらには海上法令執行科目の単位時間数が増強された。 

指標 コース名 受講者数 

2-1 
新任士官コース（CGOC） 50 名/年

部署長コース（CGSCC） 40 名/年

2-2 

新任下士官コース（CGMC） 400 名/年

中堅下士官海上法令執行コース 

（MARSEC） 
50 名/年

出典：PCG 

 

 参考書及び標準教科書が開発された科目は以下のとおりである。

海上安全及び法令執行マニュアルにおいては、C/P が自らのイニシア

ティブで開発した。現在、実際の研修に使用されている。 

対象科目名 参考書 
標準教

科書 

国際海洋法 ○ ― 

容疑船舶／船舶移乗要領 ○ ― 

初動捜査 ○ ― 

制圧技術 ○ ― 

デジタル一眼レフカメラトレーニング ○ ― 

海上安全及び海上法令執行 ― ○ 

出典：PCG 

指標 2-3：達成済み 

国際法令執行セミナ

ーが PCG の研修計画

に統合される。 

 PCG はプロジェクトと協力して、プロジェクト 1 年目には関連機

関を招待し、国際法令執行セミナーを開催した。しかし、2 年目以降

は PCG が継続的にセミナーを実施することが難しいという判断か

ら、セミナーの継続を取りやめ、セミナーでやるべき内容を対象科

目として既存のコースに統合することとした。国際法令執行セミナ

ー自体は実施されていないが、セミナーでやるべき内容が PCG の研

修計画のなかで反映されていることから、本指標は達成されたとい

える。 

指標 2-4：達成済み 

法令執行分野に関し

て講師 6 名が研修を

 講師候補者は各種セミナー等を受講し、おのおのの知識や技術の

向上に努めた。詳細は以下のとおりである。 
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受ける。 
セミナー、コース及び研修名 期 間 

PCG からの参

加者数 

国際海上法令執行セミナー 2008/10/7-22 23

海上保安庁（JCG）による巡視船

「りゅうきゅう」の 船上訓練 
2009/2/16-20 14

JCG による巡視船「みずほ」の船

上訓練 
2009/7/6-10 11

海上法令執行セミナー 2009/9/8-2 23

海上犯罪取締り研修 2009/1/20-11/13 1

JCGによる制圧技術講師養成コー

ス 
2010/8/3-9/9 2

初動捜査セミナー 2010/9/13-21 10

船内検索・制圧技術セミナー 2010/9/27-10/5 10

アジア・中東海上法令執行コース 2010/10/17-11/13 1

アジア・中東海上犯罪取締り研修 2010/11/7-13 1

アジア・中東海上犯罪取締り研修 2011/10/16-11/12 3

船内検索・制圧 術セミナー 2011/11/21-25 16

初動捜査セミナー 2011/11/28-1/2 16

PCG 制圧教官基礎武道強化トレ

ーニング研修 
2012/4- 3 カ月 12

出典：PCG 

 

 終了時評価以降に実施予定のセミナー及び研修は以下のとおりで

ある。 

セミナー、コース及び研修名 期 間 
PCG からの参

加者数 

JCGとの共同海上法令執行トレー

ニング 
2012/8/28-30 約 30

初動捜査セミナー（現場撮影） 2012/9/24-28 20

JICA-ASEAN 国際法令執行ワー

クショップ（船内検索共同訓練）
2012/10/15-26 24

制圧技術セミナー 2012/11/15-22 14

出典：PCG 

 

３－３－３ アウトプット３ 

船艇運航研修計画が開発及び強化される。 

 船艇運航能力の向上を目標として、士官及び下士官に対する研修のカリキュラムや教材が

改訂及び開発された。資格認定コースは 7 コースが開発され、さらに 1 コースが開発段階に

ある。また、PCG 資格認定制度は正式に承認され、プロジェクト終了までに機能すると予測

される。船舶の標準運航・演習手順は開発され、部署訓練評価（ORE）マニュアル 8 巻のう
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ち 6 巻は既に現場に配備され実証実験が進められている。他方、講師養成のためのコースは

1 コースの開発にとどまっており、今後は講師のための資格認定制度の構築が期待される。

また、プロジェクト終了時までに船艇の標準運航・演習の手順及び船艇管理の手続きが開発

される必要性も高い。よって、終了時評価時点でアウトプット３は部分的に達成されており、

残るプロジェクト期間中にアウトプット３は達成できる見込みである。 

指標 3-1：達成済み 

士官及び下士官の船

艇運航に関する資格

認定コースが開発さ

れる。 

 資格認定コースに関して、開発予定のコース数は設定されていない

ものの、下記表のとおり、7 コースが開発済み、また 1 コースは開発

段階にある。プロジェクト終了時までに開発できなかったコースは、

C/P が活動を引き継ぎ、PCG 側でコースの開発をするための活動を継

続していく可能性が高い。 

 PCG はプロジェクト期間中からカリキュラム及び教材の開発のた

め作業を主体的に実施しており、プロジェクト終了後も自ら率先して

作業を実施することにより、必要に応じて新たな認定コースを開発す

る可能性が高い。 

 

コース名 対象者 
カリキュ

ラム開発 

教材 

開発 

ETB による

承認 

研修 

回数 

開発段階 

新任士官コース（CGOC）

／ 新 任 下 士 官 コ ー ス

（CGMC） 

士官／下士官 ○ × - 0

開発済み 

帆船訓練コース 士官／下士官 不要 不要 - 4

船艇習熟コース 士官／下士官 ○  - 0

操船訓練コース 士官／下士官 ○ ○ ○ 4

操船訓練講師コース 講師候補者 ○ ○ ○ 1

沿岸航法コース 士官／下士官 ○ ○ - 3

船長コース 士官／下士官 ○ ○ - 0

船舶技術コース 士官／下士官 ○ ○ - 1

出典：PCG 

指標 3-2：部分的に達

成済み 

船員のための PCG 資

格認定制度 3が構築

される。 

 終了時評価時点において、資格認定制度が PCG 内で正式に承認さ

れたことが確認された。実施されるためにはもう少し時間を要するも

のの、プロジェクト終了時までに資格認定制度は機能すると予測でき

る。 

 

指標 3-3：部分的に達

成済み 

船艇の標準運航・演

 船艇の標準運航・演習の手順が以下のとおり開発された。部署訓練

評価（ORE）マニュアル 8 巻のうち 6 巻は既に長官に承認され、PCG

の公式業務のマニュアルとして現場に配備されている。 

                                                        
3 PCG 資格認定制度とは、指標 3-1 で開発された資格認定コースを受講した士官及び下士官が、コース終了後に資格認定試験

を受け、その試験結果に基づき、異なるレベルの資格が士官及び下士官に授与されるまでをいう。 
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習の手順が開発され

る。 

 

作成物 完成時期 現状／今後の予定 

部署訓練評価（ORE）

マニュアル 
2012/10 

実証試験中 

その後、PCG 内審査、長官承認 

当直士官ガイド 2012/10 
実証試験中 

その後、PCG 内審査、長官承認 

指導指針案 
プロジェクト

終了時まで 

10 月までに最終ドラフトを作成

予定 

出典：PCG 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

PCG の教育及び人材開発管理システムが開発される。 

 当初の PDM においてアウトプットとして挙げられていた「専任教官システムの構築」が

中間レビュー時に「併任教官システムの構築」に修正された。その後、プロジェクトは C/P

との協働作業により、併任教官システムの実施通達を起案し、最終的に PCG 長官に承認さ

れた。そして、併任教官システムに適した人材を選出するための職員データベースが確立し

た。さらには、併任教官システムの機能を充実させるため、キャリア管理計画の策定、昇進

システム及び講師選定システム構築のための活動が実施されており、終了時までには併任教

官システムが機能する見込みは高い。また、併任教官システムを促進するための海上法令執

行（MARLEN）や船艇運航に関する研修プログラムが開発及び強化され、PCG 組織全体の能

力向上のために資格認定制度も構築された。その一方、プロジェクト目標達成のために解決

すべき課題がいくつか残っている。これらの課題は明確であり、プロジェクト終了時までに

課題を解決できそうなことから、プロジェクト目標の達成見込みは高いといえる。 

指標１：おおむね達

成済み 

28 名の PCG 職員及

び講師が PCG 教官

システムの講師に任

命される。 

 終了時評価において、27 名の PCG 職員が併任教官システムの講師

に任命されたことが確認された。C/P へのインタビューによると、任

命された講師は本邦研修に参加することにより、専門分野の知識や技

術が向上したことが確認された。また、プロジェクト終了時までには

講師の人数が増加する予定であることがわかった。27 名の講師の内訳

は以下のとおりである。 

分野名 科目名 士官数 下士官数 

海上法令執行 政 策 2 0

技 術 4 3

法令と捜査 2 0

海上安全管理 法条約 2 0

海難捜索救助 2 0

海洋環境保全 政 策 3 0

船艇運航 航 海 3 2

機 関 2 2

出典：PCG 

指標２：達成済み  2011 年には 552 名の士官及び下士官が法令執行に関する 4 コースを
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300名のジュニア及び

ミドル階級の士官及

び下士官が新しく設

立された MARLEN

コースで研修を受け

る。 

 

受講した。各コースの受講人数は以下のとおりである。 

コース名 受講数 

CGOC 42

CGSCC 35

CGMC 412

MARSEC 63

合 計 552

出典：PCG 

指標３：達成済み 

153 名の職員が船艇

運航任務に適格とな

る。 

 

 2011 年には 261 名、2012 年には 222 名の職員が、資格認定コース

を受講しただけでなく、民間海事教育機関である EXACT 、

PHILCAMSAT、そして日本郵船株式会社（NYK）が実施する海上訓

練への参加を通じ、船艇運航業務に適格だと認められた。現在、資格

認定コースを受講した士官及び下士官は、船艇運航業務に適格である

とみなされているものの、プロジェクトは、資格認定コースを修了し

た士官及び下士官に追加的試験の実施を検討している。 

指標４：達成済み 

船艇運航に関して新

しく設置されたコー

スで 6 名の講師が研

修を受ける。 

 24 名の講師候補生が舟艇操縦講師コースに参加した。なお、現在は、

これに加えて 3 分野（航海、機関及び運用）における講師コースの設

置をめざしており、現在、当該 3 分野の講師コース受講候補者の選出

が行われている。 

 

３－５ 上位目標の達成見込み 

法令執行機関としての PCG の能力が向上する。 

 PCG 及び日本人専門家へのインタビューによると、いくつかの正のインパクトの発現が確

認された。講師に任命された PCG 職員は、本邦研修に参加したことにより各専門分野の知

識及び技術が向上した。その知識や技術を維持するため自発的に内部研修を実施するように

なり、PCG 職員の職務に対する取り組み姿勢の変化が確認できる。また、2010 年に制定さ

れた「2009 年度版フィリピン沿岸警備隊法」は PCG の役割／責任を明確にしただけではな

く、海上法令執行機関としての業務を積極的に遂行できる環境が整備されたといえる。フィ

リピン海上法令執行のためには、海上監視活動を実施する体制の強化が必要であり、巡視船

の数を増やすことが期待されている。プロジェクト終了後も PCG が知識や技術を維持する

とともに、適切な人員の配置や海上法令執行活動拡大のための巡視船の確保のために安定し

た予算が確保されれば、上位目標の達成は高いといえる。 

指標１：達成見込み

は高い 

MARLEN 派遣の数

が増加する。 

 以下の表を見ると、2007 年以降の MARLEN 派遣数は上下の変動は

あるものの増加傾向にあることがわかる。 

（単位：名） 

派遣項目 2007 2008 2009 2010 2011 

密 漁  1 37 48 69 68
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違法伐採木材輸送取引 13 5 9 13 31

爆発危険物輸送 9 13 6 16 12

密 輸 8 11 9 10 6

人身売買 2 8 9 18 7

違法薬物の輸送取引 2 2 7 20 7

銃の密輸／不法所持 11 5 8 8 4

不法海域侵入 6 2 8 5 0

違法海産物輸送取引 1 5 5 3 6

絶滅危慎種輸送取引 1 2 4 4 4

窃 盗 0 5 1 0 4

違法物回収 0 0 3 2 0

知的所有権コードの違反（RA8293） 0 0 2 2 0

海賊対策 0 1 0 0 2

有毒物質の輸送取引 1 0 0 0 0

その他 3 5 7 12 18

合 計 98 101 126 182 169

出典：PCG 

指標２：達成見込み

は高い 

巡視船のパトロール

回数が増加する。 

 それぞれの活動の回数に多少の上下変動はあるものの、2008 年と比

較すると、全体的にパトロール回数が増えていることが確認できる。

事案が発生した際、迅速に対応できる能力を身に付けているといえる

ことにより、海上法令執行活動における PCG の能力は確実に向上し

ているといえる。 

 

活動名 2008 2009 2010 2011 20124 

沿岸保安活動 5,723 10,456 11,719 13,444 8,417

シーマーシャル（警備乗船）活動 8,588 16,413 8,061 27,533 4,138

巡視活動 5,858 28,310 4,918 3,717 981

巡視船稼動合計時間 22,308 16,768 9,309 8,003 2,061

巡視船航走距離（海里5） 25,462 27,820 24,716 26,966 10,170

出典：PCG 

 

３－６ 実施プロセスの検証 

（１）コミュニケーション 

日本人専門家や C/P への質問票及びインタビュー結果によると、プロジェクト開始時には、

プロジェクト関係者間のコミュニケーションに隔たりがあった。このため、相互理解が不足

し、プロジェクトの実施が阻害された。しかし、プロジェクトの進捗とともにコミュニケー

ションは少しずつ円滑に行われるようになり、プロジェクトの情報や意見などを必要に応じ

                                                        
4 2012 年 1 月 1 日～5 月 31 日 
5 1 海里=1,852m 
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て共有できるようになった。 

 

（２）プロジェクトの進捗状況の共有 

プロジェクト会議を実施することによって、プロジェクトの進捗状況や課題などを関係者

間で共有し、プロジェクトの理解を深めるとともに課題への対応をできるだけ円滑に行える

体制づくりを実施した。また、年に 1 度開催される JCC では、C/P が活動の成果を発表する

形式であった。 

以下に開催された会議の詳細を示す。 

 

開催会議／委員会名 日時及び開催頻度 

月例運営委員会 2008 年 2 月から 2010 年 11 月まで、計 24 回 

プロジェクト会議 2012 年 2 月 10 日以降、月に 1～4 回 

合同調整委員会（JCC） 

第 1 回：2008 年 4 月 17 日、第 2 回：2009 年 3 月 5 日 

第 3 回：2010 年 3 月 18 日、第 4 回：2011 年 3 月 4 日 

第 5 回：2012 年 3 月 12 日 

 

（３）PDM の変遷 

中間レビュー時において PDM が改訂された。終了時評価においては、改訂された Version 

2.0 を使用している。修正箇所は以下のとおりである。 

 

PDM 改訂箇所 

 改訂前（PDM Version 1.0） 改訂後（PDM Version 2.0） 

アウトプット１ 
Establishment of Permanent Faculty 

System 

Establishment of Concurrent 

Instructor System. 

アウトプット１ 

指標 1-3 

Distinct career pattern for permanent 

faculty system is approved 

Career Management Plan for PCG 

personnel is developed 

データ収集方法 

指標 1-3 

Distinct career pattern circular for 

PCG faculty 

Circular on Career Management for 

PCG personnel 

活動 1.2.1 

Specify the priority areas for the 

development and establishment of 

Permanent Faculty System. 

Specify the priority areas for the 

development and establishment of 

Instructor System 

活動 1.3.1 
Review the proposal for a distinct 

career pattern for PCG faculty 

Review the present career pattern for 

PCG Personnel 

活動 1.3.2 

Organize departmental and 

Command meetings for PCG faculty 

Career pattern. 

Develop and propose Career 

Management Plan for PCG 

Personnel. 
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第４章 評価５項目 
 

４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、フィリピンの政策及びわが国の対フィリピン援助方針と合致している。周

辺海域の治安維持への貢献度も高いため、その実施における妥当性は「高い」と考えられる。 

 

（１）フィリピンの政策との整合性 

国家の社会経済開発の最上位計画である「フィリピン中期開発計画（2004～2010 年）」及

びその後策定された「フィリピン中期開発計画（2010～2016 年）」において、海上安全・治

安の強化が重点課題とされた。したがって、本プロジェクトでめざしている PCG の教育及び

人材開発システムの開発は、法令執行機関としての能力を向上させることとなり、海上保安

の強化を掲げるフィリピン政府の政策と合致している。 

 

（２）わが国の対フィリピン援助方針との整合性 

2008 年 6 月、日本政府は対フィリピンの国別援助計画で 3 つの重点開発課題（１．雇用機

会の創出に向けた持続的経済成長、２．貧困層の自立支援と生活環境改善、３．ミンダナオ

における平和と安定）を掲げ、2012 年 3 月には対フィリピン援助方針を定めた。このなかで、

投資促進を通じた持続的経済成長を中目標の重点分野とし、そのなかに海上安全の確保が挙

げられている。よって、日本の援助政策との整合性は高い。 

 

（３）PCG のニーズとの整合性 

PCG では、世代交代や組織強化に伴う新規採用者の増加など職員の増員計画が進められて

いる。新規採用者に対する人材育成や教育訓練、また新たな組織体制の強化は PCG にとって

重要かつ急務な問題である。以上のことから、本プロジェクトは PCG のニーズに貢献してお

り、整合性が高い。 

 

（４）周辺海域の治安維持への貢献 

アジア海賊対策地域協力協定（ReCAAP）は、日本政府が提唱し、2004 年 11 月に採択、2006

年 9 月に発効された海賊対策に関する国際協約である。2012 年時点の協定締結国は日本、フ

ィリピンを含む 17 カ国である。PCG はこの協定に関するフィリピンでの国際海上法令執行

機関であり、日本政府が本プロジェクトを通じ PCG の能力開発を支援することは ReCAAP

の執行強化の面でも貢献度が高く、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクト終了時に、プロジェクト目標が達成される見込みは高い。また、「アウトプット」

達成による「プロジェクト目標」達成への貢献度も十分であることから、有効性は「高い」と考

えられる。 

 

（１）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標の指標の達成度は、第３章「３－４ プロジェクト目標の達成状況」に



 

－19－ 

示すとおり、併任教官システムにおいて 27 名（目標数：28 名）が講師に認定されており、

552 名（目標数：300 名）の士官及び下士官が海上法令執行分野の研修を受講している。さ

らには、2011～2012 年には 483（目標数：153 名）名の職員が資格認定コースだけでなく、

追加的に実施された海上訓練コースに参加し、船艇運航業務に適格だと認められた。船艇運

航に関して新しく設置されたコースでは 24 名（目標数：6 名）の講師が研修を受けるなど、

終了時評価時点でほとんどの数値目標は達成している。達成できていない指標に関してもプ

ロジェクト終了時までに実施すべき活動が理解されており、プロジェクト終了時にはプロジ

ェクト目標の達成見込みは高い。 

 

（２）「アウトプット」達成による「プロジェクト目標」達成への貢献度 

アウトプット１で併任教官システムが構築され、そのシステムを充実させるためにアウト

プット２を通して法令執行分野の研修プログラムを開発し、アウトプット３で船艇運航研修

計画を開発及び強化した。また、プロジェクト終了時までには、併任教官システムを後押し

するキャリア管理計画も策定予定であり、PCG の教育及び人材管理システムの開発が促進さ

れ、アウトプットの達成によりプロジェクト目標が達成されるという論理性は十分であっ

た。 

 

（３）プロジェクト目標達成の貢献要因 

C/P へのインタビューによると、2010 年 2 月に制定された「2009 年度版フィリピン沿岸警

備隊法」がプロジェクト目標達成の貢献要因であったとの回答が多かった。この新たな法に

より、PCG の役割及び責任が明確になり、それとともに教育及び人材開発管理システムを効

果的に機能させていくうえで、講師の必要性を重要な役割であることが明確になった。 

 

４－３ 効率性 

投入の実績状況及び投入により生み出される成果の程度の観点からみると、効率性は「中程度」

と考えられる。 

 

（１）アウトプットの達成度 

アウトプットの達成状況によると、全指標が満たされるまでにはもう少し時間を要するも

のの、プロジェクト終了時までにはアウトプット１から３はおおむね達成される見込みは高

い。今後、各アウトプットの達成のために以下の活動をプロジェクト終了時までに完了する

ことが必要である。 

１）アウトプット１ 

ａ）海事教育計画の策定 

CGETC の新任士官コース（CGOC）において海事教育及び実務訓練が実施できていな

いことが問題として挙げられていたが、これを解決するために 2009 年 10 月に PMMA

と MOU を締結し、PCG-PMMA Cadetship Program を実施することで合意した。MOU に

基づき、2010 年度 15 名、2011 年度 13 名、2012 年度 26 名の PCG 新採用者が PMMA に

委託され、PMMA 学生と共に研修を受けている。その一方で、半数以上の士官が海事教

育を受ける機会がないのが実情である。そのため、PMMA との協力を更に発展させ、よ
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り充実した海事教育が提供できるよう海事教育計画を策定する必要がある。 

ｂ）最適な教官の任命 

併任教官システムが構築されたことにより、教官に指名されるための要件が確立され

た。しかし、併任教官システムを継続的に機能させるためには、専門的な知識、技術、

経験のある人材を教官に任命する必要がある。そのため、PCG の多岐にわたる業務の各

分野において専門家を育成するためのキャリア管理計画を策定する必要がある。 

ｃ）PCG コースにおけるカリキュラムの改訂 

2012 年 1 月より PCG における全 15 コースのうち 4 コースにおいてはカリキュラム、

教授内容及び使用教材の精査が終了し、残り 11 のコースについても同様の見直し作業を

行う予定である。 

２）アウトプット３ 

ａ）資格認定制度の確立 

資格認証制度が PCG 内で正式に承認されるための手続きを実施する。 

ｂ）部署訓練評価（ORE）マニュアルの作成と認定 

マニュアル 8 巻のうち 6 巻は既に長官に認定され、PCG の公式業務のマニュアルとし

て現場に配備されているものの、プロジェクトの残存期間に残りの 2 巻も認定されるよ

う作業を継続していく。 

 

（２）活動からアウトプットに至るまでの外部条件 

活動の外部条件の 1 つに「政府が民間講師の雇用を許可する」とあり、民間講師を雇用す

るための基本的なガイドラインとなる「組織と機材表」を作成し、雇用の許可を得るための

申請を行っている。このガイドラインは、組織及び人員の階級構成、人員配置、講師の資格

要件を確立し、教官の雇用条件を向上させる戦略の 1 つである。政府が民間講師の雇用を許

可するには時間を要すると思われるが、民間講師の必要性は高く、最終的には雇用の許可を

得られ、外部条件を満たすと考えられる。 

 

（３）投入の質、量、タイミングの適切さ 

C/P や日本人専門家へのインタビュー及び質問票の結果により、以下の事項が確認された。  

・45 名の PCG 職員が本邦研修に参加をした。研修内容は理論的かつ実践的なものであり、

研修分野も多岐にわたっていたことから、研修に参加した PCG 職員は、研修は非常に効果

的であったと述べている。講師に任命された 27 名の専門分野に関する知識や技術は以前に

比べて向上している。これには、本邦研修が大きく貢献している。 

・C/P 及び日本人専門家からの質問票の回答により、1 年目と 2 年目は C/P と専門家とのコ

ミュニケーションが円滑に行われていなかった。プロジェクトの進行とともに相互のコミ

ュニケーションは改善したものの、初期における相互理解の不足はプロジェクトの進捗に

少なからず影響を及ぼしたと考えられる。これを早期に解決すべく、対策・投入を実施す

べきであった。 

・プロジェクト期間中、いずれの分野においても C/P が頻繁に交替した。交替の際、業務の

引継ぎが十分に徹底していなかったため、後任者がプロジェクトを理解し、質や一貫性を

維持した活動に積極的に取り組むまでに時間を要した。 
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C/P の担当分野 従事した C/P 人数 

プロジェクトディレクター 3 名 

プロジェクトマネジャー 3 名 

教育／教官システム 2 名 

海上法令執行 3 名 

船艇運航 3 名 

期間：2008 年 1 月 8 日～2012 年 5 月 31 日 

 

４－４ インパクト 

 プロジェクトが想定していなかった複数の正のインパクトが認められており、3～5 年後に上位

目標が達成される可能性は「おおむね高い」と判断できる。なお、現時点で負のインパクトは確

認されていない。 

 

（１）上位目標の達成の見込み 

プロジェクト目標の教育／人材育成管理システム開発が達成されれば、PCG の教育訓練が

より効果的・効率的に実施されるようになる。また、本プロジェクトにより教育訓練制度が

確立されることによって、全国 12 管区に配置されている PCG 職員が裨益する。これらによ

って、PCG 組織全体の能力の向上が見込まれる。具体的には、法令執行に関するミッション

の回数や、パトロールの回数が増加することが期待される。 

 

（２）上位目標に向けた正のインパクトの発現 

C/P や日本人専門家へのインタビューを通じ、正のインパクトの発現が確認された。  

１）PMMA との協力連携 

PCG は 2009 年に PMMA と MOU を締結した。その後、MOU に基づき、2010 年度に 15

名、2011 年度 13 名、そして 2012 年度には 26 名の新規採用者が PMMA に派遣され、PMMA

の学生とともに海技教育の研修を受ける機会を確保している。 

２）他ドナーの動向の変化 

日本の PCG 支援に触発され、他ドナーは PCG 支援を積極的に実施するようになったと

考えられる。特に米国沿岸警備隊による活動の実施が活発になった。このような動向によ

り、PCG は更に多くのドナー国から知識や技術を獲得する機会が増えたと考えられる。 

３）意識の変化／内部研修の実施 

本邦研修により、また国内関係機関が実施したセミナーや海上訓練に参加することによ

って PCG 職員は、経験を積み、自分の知識や技術に自信をもつようになり、一緒に訓練を

受け、経験を共有することによる強い仲間意識が芽生えた。また、C/P へのインタビュー

によれば、本邦研修に参加した PCG 職員は、研修を通して得た知識や技術を他の PCG 職

員に内部研修を通じて伝達していることが確認された。このような教育方式が PCG 全体に

普及すれば、法令執行機関としての PCG 組織全体の能力向上につながるといえる。 

 

（３）プロジェクト目標と上位目標の因果関係 

C/P へのインタビューによると、プロジェクト目標から上位目標に至るまでの外部条件は、
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終了時評価時点においても正しいということが確認できる。 

１）外部条件 1：PCG に対して十分に予算が配分される。 

PCG により提出された予算 5 カ年計画によると、プロジェクト終了後も PCG に対して

直接人件費や維持管理経費などの予算が確保されている。ただし、今後、大幅な組織変遷

や活動拡大を実施するならば、それに合わせた予算の拡充が必要である。 

２）外部条件 2：人材開発が PCG の優先分野として継続される。 

2007 年に PCG 長官より PCG の教育訓練の質を高めるための措置として、「PCG 包括的

教育訓練システム」が提示されており、その方向性は変わっていない。また、「フィリピン

中期開発計画」においても人材開発の重要性を宣言している。 

 

４－５ 持続性 

持続性は以下の観点から「おおむね高い」と考えられる。 

 

（１）政策的側面 

フィリピンの長期計画（2004～2010、2010～2016）によると、海上安全・治安の強化はも

っとも重要な取り組み課題として重要視されている。日本政府が提唱したアジア海賊対策地

域協力協定（ReCAAP）においても、日本政府が海上法令執行機関としての PCG の能力向上

を支援することは ReCAAP の執行強化面で貢献度が高く、本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

（２）組織的側面 

下記の表のとおり士官及び下士官の雇用人数は年々増加しており、C/P はプロジェクトの

中頃から、進んで教科書などの教材を作成するなど自発的な行動をとるようになったなど、

PCG のコミットメントが高くなったといえる。C/P へのインタビューによると、PCG はプロ

ジェクト活動の継続の重要性を理解しているだけでなく、プロジェクト活動を継続していく

ことに非常に積極的、好意的、推進的であることが確認されている。その一方、併任教官シ

ステムが今後も効果的に機能するのか、それがどの程度の成果をもたらすのか、また今後策

定される予定のキャリア管理計画に基づいた人事異動が確実に行われるのかに関しては、見

通しが明確でない状況である。 

 

PCG の雇用状況 

 2007 2008 2009 2010 2011 2012 *1 

配置人数 

士官 426 426 495 484 529 544

下士官 3,153 3,455 4,499 4,302 4,527 5,282

合 計 3,579 3,881 4,994 4,786 5,056 5,826

退職人数 

士官 4 11 11 16 6 8

下士官 93 220 177 140 126 68

合 計 97 231 188 156 132 76
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採用人数 

士官 0 47 83 50 48 0 *2 

下士官 402 781 782 418 447 455 *3 

合 計 402 828 865 468 495 455 *2*3

出典：CGETC 
*1: 2012 年 1 月 1 日～5 月 31 日 
*2: 2012 年 10 月に 60 名が追加雇用の予定 
*3: 2012 年 10 月に 440 名が追加雇用の予定 

 

（３）財政的側面 

下記の PCG 予算計画によると、2013 年度以降の PCG に対する予算総額は増額が見込まれ

ている。予算増額に関しては、2013 年から PCG は財務管理局に対して必要予算を直接申請

することにより、予算の承認を得やすくなり、継続的に高い予算を確保しやすくなる。した

がって、財政面からの持続性は高いといえる。 

 

PCG 予算計画(2013 年～2017 年) 

費 目 2013 2014 2015 2016 2017 

一般管理費 

直接人件費 67,365 67,365 67,365 67,365 67,365

維持管理費 6,690 6,762 7,033 7,314 7,606

運営管理費 

維持管理費 10,000 12,000 18,000 15,000 17,000

運営費 

直接人件費 2,252,516 3,063,112 3,363,112 3,363,112 3,363,112

維持管理費 1,039,425 2,000,000 2,300,000 2,600,000 2,900,000

設備投資 606,228 500,000 500,000 500,000 500,000

退職者生命保険支出費 5,522 5,522 5,522 5,522 5,522

合 計 3,987,796 5,654,761 6,257,032 6,558,313 6,860,605

出典：CGETC 

 

（４）技術的側面 

プロジェクト終了後、プロジェクトが提供した技術レベル及び海上実地訓練を取り入れた

研修を PCG 自身で実施することは困難だと思われる。しかし PCG は士官及び下士官に対し、

海上法令執行（MARLEN）や船艇運航における能力を現存維持、更には向上させ、また新た

な技術を学ぶ機会を提供するための研修を実施するための追加的な予算を確保する必要が

ある。また、講師の研修実施能力維持のためには、併任教官システムにおける人事計画に基

づいた人員配置を行うことも重要である。 
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第５章 結 論 
 

結論としてプロジェクト終了時までに、フィリピンと日本双方の努力により、プロジェクト目

標である「PCG の教育及び人材開発管理システムが開発される」は達成されるといえる。 

評価５項目に関し、妥当性、有効性、インパクトは満足のいくものであった。一方、効率性は

十分とはいえず、プロジェクト終了時までに海事教育計画の策定、最適な教官の任命、資格認定

制度の確立を行うことが望まれる。持続性に関して、PCG はプロジェクト終了後も予算を確保で

きる可能性が高いものの、組織面においては策定されたキャリア管理計画に基づいた人事異動が

確実に行われるか見通しが明確ではない。 

プロジェクトによる成果が維持され、PCG 職員の能力向上に必要な研修などの予算、及び海上

法令執行の業務遂行のための人員の確保ができれば、上位目標が達成される見込みは高いといえ

る。 
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第６章 提 言 
 

６－１ 短期的提言 

＜アウトプット１＞ 

・教育訓練人材データベースは適格な教官を選定するために開発されたところであるが、人事

全体の仕組みと連携を実現するために、教育訓練局（CGETC）は引き続き CG-1 との調整を

図る必要がある。 

・教育訓練検討委員会（ETB）において提案されたキャリア管理計画について、関連委員会の

審議を経て長官の承認を得る必要がある。 

・2009 年度版フィリピン沿岸警備隊法（RA9993）に基づいたカリキュラムの見直しを完了次

第、モニタリング／フィードバックシステムもプロジェクト終了までに完成させることが必

要である。 

 

６－２ 長期的提言 

＜アウトプット３＞ 

・講師養成のためのコースは操船訓練の 1 コースしか開発されていない。船艇運航に係る教育

訓練能力を高めるためには、他のコースについても講師養成用コースを開発することが望ま

れる。 

・プロジェクト期間中に士官及び下士官向けの資格認定制度は開発されてきているが、今後

PCG の船艇運航能力を組織的に伸ばしていくためには、講師向け資格認定制度の開発が必要

である。 
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第７章 団長所感 
 

PCG への 2 度にわたる技術協力により人材育成に係る基本的な支援が終了することになるが、

専門家のたゆまぬ努力と、PCG 側の高い使命感により、一定程度の成果は達成されたものと思料

される。また、引き続き、業容が拡大する PCG が今回の協力により得られた知見を継続すること

は、評価レポートでも確認されており、より拡充することを期待したい。 

PCG へは技術協力以外にも、通信機器、船舶などの協力も行ってきているが、職員数の劇的な

増加に比べ、ハードの整備が追い付いていない現状は、いまだ解決されていない。この点に関し

ては、自国予算、他国の支援もあるところ、時間軸を整理しつつ、方向性を検討することが期待

される。 

今回、先方が要請を検討している内容についても意見交換を行ったが、今後の支援のあり方に

関しては、今までの教育という視点から、実際の現場業務遂行上の課題（運航、法令執行、船舶

の維持管理等）に焦点を当てた協力内容を検討するべきであるという点で、双方の認識は整理さ

れたと思われる。とりわけ、オンザジョブ・トレーニング（OJT）は人材育成の基本であるとこ

ろ、実際に船を使った訓練が重要であるとの認識を得た点は、PCG が各種事案に対応しているな

かで、直面している課題に合致していることに由来していると思われる。 

また、直近の各種国際問題に対応するためには実務レベルでの近隣国との意見交換を含めた理

解の促進の場の必要性についても、PCG は重要であると認識しているところ、この点にも配慮し

た形で次期協力の内容を検討することが肝要と思われる。現在、インドネシア、マレーシアでも

協力を行っているなかで今後も関係国からの要請も想定されるところ、そのハブとしての JICA

の位置づけを検討し、地域を見据えた広がりをもった協力の可能性を関係機関、関係者との意見

交換を通じ、整理していきたい。 
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